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5. 管理業者管理者方式の導入までの
プロセス

① 導入の検討と候補業者の選定

↓

② 区分所有者に対する説明会等

↓

③ 総会において、導入推進決議

↓

④ 規約改正等諸条件に対する検討、規約改正の説明会

↓

⑤ 総会における導入決議



6. 管理業者での外部管理者方式への
変更における留意点

① 管理者と管理業者との関係（管理業者が事務管理も受託している場合）

⑴管理業者が区分所有法上の管理者と、マンション管理適正化法

上の管理業という二つの地位を併せ持つことになる。

→区分所有法上の管理者は

㋑共用部分等を保存し、集会の決議の実行と規約で定められ

た行為を行う権利と義務がある。

㋺その職務に関し、区分所有者を代理する。

→管理業者は

㋑管理組合との委託契約により、基幹事務を含む管理事務を

行う。



② 規約の見直し・改正

⑴管理者の選任・解任

【例】管理者は、総会の決議によって選任し又は解任する。

・管理者名は社名等固有名詞を使わない。

・対象者が区分所有者の中からとなっている規約の場合は、その

部分を改正する。

・解任も総会決議で可能としておく。

⑵管理者の任期

・原則１年間程度として、毎年の総会において選任（再任、

不再任）の決議を行う事が望ましい。

46. 管理業者での外部管理者方式への変更における留意点



⑶管理者の欠格条項

・管理者として不適切と考えられる者が管理者としての職務

遂行を行う事を防ぐ観点から制定する。

【例】銀行の取引停止、破産、会社更生法適用等または

マンション管理業者としての登録が取消された時等

⑷管理者の誠実義務

・特に利益相反取引等に係るプロセスを適正化することの重

要性、また、金銭事故等の防止の必要性が高いことから、

標準管理規約３７条（役員の誠実義務）と同様に規約に明

記する。（委託契約書にも明記）

56. 管理業者での外部管理者方式への変更における留意点



⑸総会決議事項

・総会決議は、区分所有者の意思を反映させる観点から重要

であり、総会決議事項として標準管理規約４８条（総会決

議事項）に則った規約にすることが望ましい。

・理事会決議となっている、専門委員会の設置及び廃止は総

会決議とする。

⑹組合員の総会招集権の明示

・区分所有法３４条の組合員の総会招集権を確認的に規約に

定める。

66. 管理業者での外部管理者方式への変更における留意点



③ マンション管理への区分所有者の関与

・年一回の定時総会以外の場においても、区分所有者がマン
ション管理上の重要な課題について、管理組合としての意
思決定に関与する機会を確保し、また、管理者としても区
分所有者の意見を聞いたうえで、その意見を十分尊重する
環境を整えることが重要となる。

㋑区分所有者の意思を反映するための機関の設置
㋺オンライン投稿（環境が整っている場合）や、意見箱の
設置による意見聴収

㋩メール等による相談窓口の設置
㋥アンケート調査の実施や投票制度の導入
㋭意見交換会や相談会の実施

76. 管理業者での外部管理者方式への変更における留意点



「管理業者管理方式へ移行する場合の留意点」について
のお話は以上となります。

次回の動画では「管理業者管理方式における委託契約
書」をテーマにしていますのでぜひご覧ください。

ご視聴ありがとうございました。


